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町　長

副町長

議　長

副議長

議　員

729,000円

625,500円

構成比
5年前の構成比

300,000円

260,000円

240,000円

（平成22年度支給割合）

　　　　　　　　　  3.95月分

（平成22年度支給割合）

　　　　　　　　　  3.95月分

（算定方式）

  退職時給料月額×在職期間１年につき100分の500　退職時

  退職時給料月額×在職期間１年につき100分の300　退職時
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副議長

議　員

町　長

副町長

町　長

副町長

区　分 職　員　数
主 な 増 減 理 由

平成17年4月1日
職　員　数
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職　員　数 純　減　数 純　減　率
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事務事業の効率化による減員

事務事業の縮小による減員

事務の効率化による減員

給 料 月 額 等

 （1）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（支給時期）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。              
　　  ２　[     ]内は、条例定数の合計である。              

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間である。                         
        ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。                         
        ３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄に
　　　　  あっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。                       

国勢調査業務等、事務量の
増加による増員

子ども手当等、事務量の
増加による増員
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 （2）年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）  

 （3）定員適正化計画の数値目標および進捗状況
①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の
　数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年4月1日現在）
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5  特別職の報酬などの状況 （平成22年4月1日現在）

6  職員数の状況

合　　計

7


